チャランケ通信　第２０号　2013年７月８日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前内閣官房参与　峰崎直樹
　先週末、久方ぶりに上京したのだが、さすがに東京の暑さにはまいった。熱中症にならないように水の補給に最大限の注意を払いながら、２泊３日の日程を終えて７日日曜日、無事に札幌に帰ってきた。ところが帰ってきた札幌の気温が３０度近い猛暑で、日本列島梅雨明けとともに猛暑列島化したようだ。
青山学院大で相続税の講義、興味深いその歴史
「相続時精算課税制度」の導入は画期的なのだろうか、
　上京したのは、青山学院大学の客員教授として、税理士さんたちのスキルアップ講座の2コマを担当し、選挙戦に入った6日の土曜日が講義にあたっていたからである。講義の中身は相続税・贈与税であり、その歴史やしくみ、最近の改正内容などを、質問などを交えながら進めたのである。自分としても体系的に初めて相続税・贈与税の歴史などを学んだのだが、何と相続税は日露戦争のはじまった翌年法律が成立・施工されている。膨大な戦費調達の一環でもあったのだが、まだ所得税が単純な比例税率だったのに、相続税は導入時から超過累進課税として富の集中を一定程度防ぐ目的が制度に組み込まれている。
相続時精算課税を経済政策の手段にすることの是非
　最近の相続税・贈与税の改革で注目すべきは、2003年の相続時精算課税の導入であろう。高齢社会に入るとともに、相続を迎える年齢が、相続人60代、被相続人80~90代になることが多く、せっかく相続してもほとんど活用されることなく相続財産が眠ってしまうわけで、それを何とか動かそうと最近では孫にまで生前贈与を前倒しで実施し、相続の際にそれらを清算して相続税を支払ってもらうというもので、相続と生前贈与を中立的に扱っているように思われる。かつてシャウプ勧告によって、1950年から3年間だけ累積的取得税が存続したのだが、それに類似したものになりつつある。当時は情報管理面などで困難であったものが、最近のコンピューター化の進展などにより、制度的に可能になりつつあるようだ。
最近では経済政策としてこの相続時精算課税制度を活用し始め、家の新築や子どもや孫の教育費について、生前贈与の中で非課税部分を増やしてお金を動かそうとしている。ただ、このようなやり方は、富の再分配や集中防止を目的にしている相続税逃れに活用されることもあり、経済政策としての効果も専門家からはあまり評価されていないようだ。相続税の最高税率の引き上げが実施されたり、中小企業の事業承継税制が拡充されたり、まだまだ触れなければならない点が多くあるのだが、また別の機会にしたい。
民主党小川勝也候補の第一声、攻めの選挙に徹してほしい
　さて、参議院選挙が始まっている。7月4日参議院選挙の公示日、北海道選挙区から立候補した小川勝也候補の第一声を、札幌駅前の国際ビル前に出向いて聞くことができた。前座を務められた横路北海道本部代表と上田文雄札幌市長の演説は、憲法問題が中心であり、弁護士出身者らしく日本国憲法の平和主義を堅持するよう第９条擁護などを強く訴えていた。その後、候補者である小川勝也氏は、昨年12月の衆議院選挙と先月実施された都議会議員選挙の敗北について触れ、有権者へのお詫びから入ったせいか、その後の演説内容が今ひとつ迫力に欠けたように感ぜられた。やはり、選挙戦は攻めの姿勢を貫いて行かなければ有権者の心をとらえることができないだけに、持ち前の切れの良い演説力で持って自民党の政策の問題点を遠慮なく批判していくべきだ。17日間の選挙戦はこれからであり、道内遊説も本格化するわけで、ぜひとも最後まで力を抜くことなく勝利にむけて頑張って欲しい。
1992年の第一声、PKO問題が焦点だったのだが・・・
　思えば1992年7月、小生の最初の選挙の時、直前の国会で大問題になったのが自衛隊のPKO(国連平和維持活動)参加問題だった。その時の第一声も同じ札幌駅前の国際ビルの前であり、自分でも余り何をしゃべったのか今では記憶はしていない。ただ、PKO問題だけは、やがて社会党としても認めざるを得なくなると考えていたので、意識して一言もしゃべらなかった。マスコミはそのような点を見逃すわけはなく、その日の北海道新聞の夕刊に、各候補者の第一声の要点が掲載され、「峰崎候補はPKOに触れなかった」と大きく報道され、選対から、「今後はPKOを演説の最初に持ってくるように」と言う指導が対馬本部長から出され、以降PKOに社会党として反対の方針を前面に出したことを覚えている。政党としての方針と、自分が考えている方針とのかい離がある時の演説は、なかなかしゃべりづらいものがあることを痛感した経験であった。
　吉崎達彦双日総合研究所副所長の「溜池通信」が面白い
　さて、小生は毎月2回発刊されている「溜池通信」というニュースレターを愛読している。発信者は吉崎達彦双日総合研究所副所長で、アメリカの政治経済関係の記事が多く、政権担当時代の民主党には、やや辛口の論評が多かった。その「溜池通信」の最新号(vol.522)で「2013年参議院選挙と日本経済」と言う特集が組まれている。その中で、今回の選挙の意義は「アベノミクスに対する信任投票」の様相になりそうだ、とやや月並みな視点なのだが、「都議選ショックと参院選の法則」と題して、今年の都議会議員選挙はプロの予想を大きく外れたが、「都議会選挙がある年は、不思議と国政において重要な変化を伴う年」になってきた過去の実績を、以下の記載のように一覧票にしていて興味深い。　　　　　　　　　　　　 　　　
1989年:自民▲20議席、社会＋18議席→参院選で自民過半数割れ(7月)
 1993年:日本新党が20議席で躍進　　→細川政権誕生。55年体制崩壊(8月)
 　1997年:新進党候補者11人全員が落選→新進党が解党(12月)
 2001年:自民党が議席を伸ばす　　　　→参院選で小泉自民党が大勝(7月)
 2005年:民主党躍進で都議会第2党に　→郵政解散で自民党が圧勝(9月)
 　2009年:高投票率で民主党が第1党に　→総選挙で政権交代(9月)
 　2013年:自民全員当選、民主第4党に　→???(7月)
この歴史を振り返ってみると、吉崎氏が言うように、2005年の郵政解散以外はすべて都議選の流れがその後の国政選挙でさらに加速するパターンになっている。また、93年、97年は都議会選挙の結果がその後を予見していて面白いとも論評している。
確かに、都議選の結果と国政との関連についての興味深い法則と言えなくもない。吉崎氏は、今回の参議院選挙の行方についても慎重な見方をされているのだが、自民党が圧勝して念願の「衆参ねじれ」も解消し、向こう3年間は「安定政権」が実現するとみている。考えてみれば、2007年の参議院選挙以来6年間、鳩山政権誕生時の一時を除いて「衆参ねじれ」国会が続き、毎年総理大臣が交替するという不安定な政治が続いてきたことに終止符が打たれる事の意義の大きさも指摘している。問題は、そうした安定した政権が何をしていくのか、と言う点にあることは言うまでもあるまい。
日本国憲法最大の難問は二院制、とりわけ参議院改革だ
それだけ、参議院が今まで「良識の府」ではなく、単なる「政争の場」になっていたことの弊害を指摘されているのだが、ねじれが生じた際の解決方法なるものについて、無所属議員グループに所属する議員が2~3割ぐらい占めてキャスティングボードを握れるようになれば良い、という提言を出されては見たものの、選挙が政党を中心に進められる中では、立候補して当選することも困難で実現性に乏しく、なかなか妙案がないことも吐露されている。日本国の統治機構の中で、二院制の問題こそは最大の難問の一つであるに違いない。やがては憲法改正事項にするべきなのだが、発議する際の参議院での賛成で、3分の2どころか2分の1の賛成すら得られそうにないのが最大の難関なのだ。
高橋伸彰・水野和夫『アベノミクスは何をもたらすか』
(岩波書店刊)は興味深い点が満載、一読を
前号でも紹介していた高橋伸彰立命館大教授と水野和夫日大教授の『アベノミクスは何をもたらすか』(6月27日岩波書店刊)を一応読み終えた。中身はお二人の対談になっており、もちろんアベノミクスに対して批判的な立場である。全体が4章に分かれており、アベノミクスの三本の矢について批判的に検討されていることはもちろん、1970年代からの「失われた40年」あるいは1990年代からの「失われた20年」の日本の経済政策の問題点にも言及され、最後は資本主義の起源からその行方にまで言及されていて、リフレ派などとは異なる立場からの興味深い論点が繰り広げられている。一読を進めたい。
吉川洋教授とお二人の成長に対する考え方は本当に違うのか
ただ資本主義の成長問題について、同じケインジャンである吉川洋東大教授に対する名指しの批判が2~3度登場してくる点が気になった。金融資本主義へと展開した経済の量的成長に関しては、お二人ともかなり否定的なのだが、シュンペーターの提起したイノベーションが起きて、新しい商品や新しい経営方法などが出て成長していくことは、国民にとって好ましいことなのであり、その力が衰えていることに今の資本主義の問題があることに関しては、吉川教授とお二人は一致できるのではないかと思えるのだが、どうなのだろうか。
むしろ、高橋・水野両氏の資本主義論の違いが気になる
と同時に、お二人の資本主義の基本的な捉え方に大きな違いがあることにやや驚きを覚えた。水野教授は利子率と言うことに重点を置かれているのだが、高橋教授は労働力価値説で剰余価値の生産と言う点に大きな力点を置かれているようだ。お二人とも、資本主義は限界に到達しているが、次の体制が見えていない中では今の資本主義をうまく続けさせていく以外にない、と見ておられるようだ。資本主義に代わる新しい体制として、どんな社会が展望できるのだろうか、さらなる論戦を期待したいものだ。
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